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届出数は 2007 年度と 2008 年度で 91 件から 31 件
と大幅に減少しており、規制強化の影響が認められ





図 2 出店用地の構成比 




















































































47 都道府県における 11 指標の出店用地構成比に
対して、クラスター分析（ウォード法）を実施した
9)。結合距離が大きくなる傾向にある 43～44 段階を





































































表 4 クラスター別にみた出店用地の平均構成比 
図 4 出店用地の構成比に基づくクラスター樹形図 















































































































口 30 万以上の市。中都市②：人口 10 万以上 30
万未満の市。小都市：人口 10 万未満の市。町
村部：町および村。 
9) ク ラ ス タ ー 分 析 の 計 算 に あ た っ て は 、
HAD(Version 16.03)を利用した（清水，2016）。
なお、SPSS（IBM SPSS Statistics ver.24）
でも同様の分析を行ったが、より結果の解釈し
やすい HAD による結果を採用した。 
10) 日本経済新聞「農地転用 原則可能に―政府 商
業施設や物流拠点  放棄地対策で規制緩和」
2017 年 6 月 20 日夕刊。 
11) 日経 MJ（流通新聞）「未開の地はそこに―駅前
→郊外→都市部 変わる出店地域 場所優先の発
































































会（第 4 版）」中央経済社． 
 
